
5
 生活保護関係予算について 

(1) 三位一体の改革における 生活保護費負担金の 見直し 

三位一体の改革における 生活保護費負担金の 見直しについて、 平成 1 5 年末の「 生 

活 保護費負担金の 見直しについては、 ・・・地方団体関係者等と 協議しっ っ 、 検討を 

行い、 その結果に基づいて 平成丁 7 年度に実施する」との 政府・与党合意を 踏まえ、 

政府内及び地方団体関係者等と 協議を行った。 厚生労働省としては、 生活保護制度を 

経済的給付に 加えて自立・ 就労支援策を 実施する制度に 転換し 、 合わせて地方自治体 

の 裁量の幅を拡大し、 地方自治体に 一層の役割・ 責任を担っていただくことに 伴い、 

生活保護費負担金の 見直しを提案したところであ るが、 平成Ⅰ 6 年土工 月 に政府・ 与 

党の間で以下の 合意がなされたところであ る。 

生活保護費及び 児童扶養手当に 関する地方団体関係者との 協議機関の構成員や 進め 

方については、 関係省庁と協議を 行った上で速やかに 決定し、 できる限り早く 検討を 

開始することとしたいと 考えており、 その状況については 随時情報提供してまいりた 

し Ⅱ O 

一 三位一体の改革について ( 平成丁 6 年 1 1 月 2 6 日政府・与党合意 ) 

生活保護費負担金及び 児童扶養手当の 補助率の見直しについては、 地方団体 

関係者が参加する 協議機関を設置して 検討を行い、 平成 1 7 年秋までに結論を 

得て、 平成 1 8 年度から実施する。 

(2) 生活保護関係予算 

ァ 保護費負担金の 確保 

保護費負担金の 平成 t 7 年度予算 ( 案 ) については、 老齢加算や母子加算、 多人 

数世帯の保護基準の 見直し、 医療扶助の適正 ィヒ 等に加え、 自立支援プロバラムの 導 

入 による生活保護受給者の 自立・就労支援等、 生活保護の適正実施に 取り組むこと 

を踏まえつつ、 現下の雇用経済情勢や 高齢 ィヒ の進展等の影響を 受け、 被保護人員が 増 刃ロしていることを 総合的に勘案し、 対前年度Ⅰ， 8 2 6 億円増のⅠ メヒ 8 9 3 3 

億円を計上しているところであ る。 
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( 参考 ) 平成 1 7 年度予算 ( 案 ) の状況 

16, 予算 17, 予算 ( 案 ) 増ム 減額 

保護費負担金 1 兆 7,107 億円 1 兆 8,933 億円 1,826 億円 

イ セーフティネット 支援対策等事業費補助金 

三位一体改革に 関連し、 既存の生活保護費補助金、 在宅福祉事業費補助金のうち 

地域福祉推進等事業費及び 地方改善事業費補助金のうちホームレス 対策事業費を 統 

合し、 地方自治体が 生活保護受給者のほか、 地域社会の支えを 必要とする 要 援護者 

に 対する自立支援プロバラムの 策定や自立・ 就労に向けた 様々な支援サービスを 総 

合的、 一体的に実施できるよ う、 「セーフティネット 支援対策等補助金」を 新たに 

創設することとしたところであ る。 

これら 要 援護者向けの 補助金を統合・ 再編することにより、 地域の実情に 応じて、 

被 保護者や低所得者等に 対する必要な 事業を自由に 組み合わせ、 要 援護者全般に 一 

貫した施策を 推進できることとなるとともに、 事業を大括り 化することにより、 対 

家事業内での 弾力的な運用が 可能となるものであ る。 また、 交付要綱が一本ィヒされ 

ることにより、 事務手続きの 簡素化も図られることとなる。 

地方自治体におかれては、 本 補助金の積極的な 活用により、 地域社会のセーフテ 

ィネット機能の 整備・強化を 図られたい。 
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(3) 生活保護関係予算の 執行 

ァ 生活保護費負担金 

生活保護費負担金の 交付は、 予算の効率的な 執行の観点から、 状況を把握してい 

る各自治体より 報告された所要見込 額 に基づきおこなっているところであ る。 

平成 1 6 年度においては、 保護人員の増加等に 伴 う 保護費の増加額を 補正予算に 

おいて確保したところであ り、 各自治体に対しては、 所要見込 額 に基づき算出した 

額を交付することとしている。 

平成 1 7 年度においても、 四半期ごとを 目途に所要見込額を 把握することとして 

いるので、 各自治体においては、 常に保護動向等の 把握と分析を 行い、 適切な所要 

見込額の報告に 努めるとともに、 予算の適正な 執行とこれに 必要な財源措置を 講ず 

る よ う 願いたい。 

イ セーフティネ 、 ット 支援対策等事業費補助金 

平成 1 7 年度より、 地方自治体が 生活保護世帯のほか、 地域の支えを 必要とする 

要 援護世帯に対する 自立支援プロバラムの 策定や、 自立・就労に 向けた様々な 支援 

サービスを総合的、 一体的に実施することにより、 地域社会のセーフティネット 機 

能を強化するため、 生活保護費補助金と 他の補助金を 統合し、 「セーフティネ 、 ット 

支援対策等事業費補助金」を 創設することとしている。 

現在、 生活保護費補助金で 補助を行っている 事業は、 統合後も引き 続き ( 別紙 ) 

の とおりセーフティネ 、 ット 支援対策等事業費補助金において 補助対象とすることと 

している。 

セーフティネット 支援対策等事業費補助金に 係る事業実施要綱及び 補助金交付要 

綱は、 別途示すこととしているが、 平成 1 7 年度から新たに 導入する「自立支援 プ 

ログラム策定実施推進事業」は、 優先的に補助することとしているので、 各自治体 

においては、 当該補助金を 有効に活用し、 積極的に取り 組んでいただきたい。 
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(B 口紬 ) 

セーフティネ 、 ット 支援対策等事業費補助金 ( 生活保護費補助金関係 ) について ( 案 ) 

( 生活保護費補助金 ) 

Ⅰ 生活保護適正実施推進事業   

ァ 法施行事務監査等事業     
L イ ー 特別 指 - 拳監査事業 ------- 」 

ウ 適正化推進事業   

( ァ ) 医療扶助適正化事業 
① 診療報酬明細書等点検充実事業   

--- ② -%-% 入院思考退院促進事業 ---- 
:----- ⑨ -% 丘 - 佳 - 進 個別援助事業 ---- 」 

④ その他医療扶助適正化事業   

( イ 一 ) 認定等事務適正実施事業 
①収入・資産状況把握、 扶養義務 
調査等充実事業 
② 体制整備 ( 面接、 訪問 ) 強化事業     

    
:  くウ 一 ) 就労促進等事業 

  
  

    ① 就労促進事業 
  
  

処遇困難ケース ②③ 被 保護者等自立生活支援事業 自立促進事業 : : 
  
  

    
(3:) 関係職員等研修・ 啓発事業 
( 元 ) 監査結果是正改善事業 
( 力 一 ) その他適正化推進事業 

ェ 特別事業     
  
  

  
  

Ⅱ 自立・就労支援等事業   
  

  
  
  

  ）） 退院者等居宅生活支援事業 （（ アイ 技能修得等支援事業   
:  ウ ( ) その他自立・ 就労支援等事業 :     
ⅩⅠ =  は、 新規に創設する 事業であ る。 
釆 2  各事業の補助率について 
1  自立支援プロバラム 策定実施推進事業 
(1) 実施体制整備事業 4  1 0/1 0 ( 定額 ) 
(2) 自立支援サービス 整備事業 づ Ⅰ /2 
2  生活保護適正化事業 
(1) 法施行事務監査等事業 づ 1/2 
(2) 適正化事業 づ 1 0/1 0 0 定額 ) 

( セーフテイーネ、 ット 支援対策等事業費補助金 ) 

1  自立支援プロバラム 策定実施推進事業 

づ (1) 実施体制整備事業 
① 就労促進事業 
② 被 保護者等自立生活支援事業 
③ 長期入院患者退院促進個別援助事業 
④ その他実施体制整備事業 

づ (2) 自立支援サービス 整備事業 
の 日常 牛活 自立支援事業 
② 社会参加活動活用事業 

③④ 勤労意欲助長事業 退院者等居宅生活支援事業 
⑤ 居宅生活者ショートステイ 事業 
⑥ その他自立支援サービス 整備事業 

2  生活保護適正実施推進事業   

(1) 生活保護法施行事務監査等事業 

(2) 生活保護適正化事業 

づ ① 生活保護特別指導監査事業 

② ァ医甥姦牡読垢鮨妻聲 点検充実事業   
イ 長期入院患者退院促進事業   

ウ その他医療扶助適正化事業   

③ 介護扶助 滴 五仏事業 

④ ァ認蛋芙干馨 違戻 脂壷糞 、 扶養義務   
調査等充実事業 
イ 体制整備強化事業 

⑤ 関係職員等研修・ 啓発事業   

～⑥ その他適正化事業 



6
 行政事件訴訟法の 改正等について 

(1) 行政事件訴訟法の 改正 

行政事件訴訟法 ( 昭和 3 7 年法律第 1 3 9 号 ) が改正され、 保護に関する 処分及び 

裁決において、 以下の①から③までの 事項を、 書面で教示しなければならない 旨定め 

られたところであ る。 

① 取消 訴訟の被告とすべき 者 

② 取消 訴訟の出訴期間 

③ 審査請求に対する 裁決を経た後でなければ 処分の取消しの 訴えを提起すること 

ができない旨の 定めがあ るときは、 その 旨 

ついては、 保護決定通知書等の 様式の変更等について 所要の措置をとるよ う 、 管内 

福祉事務所に 対して周知登底願いたい。 

(2) 保護の処分等に 関する訴訟の 取扱い 

第 1 号法定受託事務であ る保護の処分等について、 地方公共団体の 行政庁を当事者 

とする訴訟が 提起された場合は 、 国の利害に関係のあ る訴訟についての 法務大臣の権 

限 等に関する法律 ( 昭和 2 2 年法律第 1 9 4 号 ) に基づき、 直ちに、 その旨を法務大 

臣 ( 法務局・地方法務局 ) に報告しなければならないところであ る。 

ついては、 保護の処分等に 関する訴訟が 提起された場合は、 直ちに、 当課に連絡す 

るとともに、 必ず、 法務局 ( 地方法務局 ) に報告するよ う 、 管内福祉事務所に 対して 

周知登底願いたい。 
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7
 保護施設の整備及び 運営 

(1) 保護施設の整備 

救護施設については、 在宅での生活が 困難な精神疾患による 患者、 重複障害者等の 

愛人施設として 需要が増大しており、 特に、 いわゆる社会的入院患者の 解消という観 

点からも、 退院患者の受人先としての 役割に期待が 寄せられている。 

また、 近年の雇用・ 経済状況を反映し、 特に都市部においてホームレスが 増加し 、 

その支援の一環として、 更生施設や宿所提供施設においての 対応が求められている。 

ついては、 平成丁 7 年度の保護施設の 整備に当たっては、 地域における 保護施設の 

必要性を的確に 把握し、 計画的整備に 取り組まれたい。 

なお、 平成 1 7 年度における 保護施設の施設整備については、 従前どおり社会福祉 

施設整備費補助 ( 負担 ) 金により実施することとしている。 

(2) 保護施設の運営 

ア 入所者に対する 居宅生活への 移行支援等 

救護施設及び 更生施設については、 生活扶助を行 う 機能に加え、 入所者の地域 生 

活への移行の 支援や居宅生活を 送る被保護者に 対する生活訓練の 実施の場として 活 

用されることが 期待されている。 

このようなことから、 保護施設通所事業や 救護施設居宅生活訓練事業に 積極的に 

取り組み、 入所者の居宅生活への 移行が促進されるよ う 、 救護施設、 更生施設及び 

実施機関への 働きかけを行われたい。 

なお、 平成 1 7 年度予算 ( 案 ) において、 居宅で生活する 被保護者に対し、 居宅 

生活の継続を 支援する「救護施設居宅生活者ショートステイ 事業」をセーフティネ 、 

ット 支援対策等事業費補助金のうち、 自立支援プロバラム 策定実施推進事業の 一事 

業として新たに 加えることとしたので、 当該事業についても 積極的に取り 組まれる 

よ う 、 お願いしたい。 
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- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
    
    
    

      救護施設居宅生活者ショートステイ 事業 
  
  

    
    
  
  一時的に精神状態が 不安定になることのあ る居宅で生活する 被保護者に : 
  
    

      対し、 救護施設を短期間利用させることにより、 精神状態を安定させ、 も       
    

      って当該者の 居宅生活の継続を 支援する。 
  
  
  

    
      

イ 保護施設への 適切な入所 

保護施設については、 常に入所者一人一人の 状況把握に努め、 居宅での保護や 他 

法の専門的施設での 愛人が可能な 者についてはこれを 優先するなど、 当該施設への 

入所が適切か 否かを検討し、 必要に応じ入所先の 変更を行 う など、 より適切な処遇 

が 確保されるよ う 、 管内福祉事務所を 指導されたい。 
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8  災害対策等について 

(1) 災害救助法等の 連用について 

ア 災害救助に係る 実施体制の整備 

① 都道府県における 体制 

都道府県においては、 特に次の事項に 留意しつつ、 職員の参集体制の 確保や関 

係 部局の役割の 明確化を図り、 災害救助法の 適用の決定や 応急救助の実施方針の 

策定等を迅速に 行われたい。 

a  災害救助法の 適用の決定については、 担当部局長は 災害救助法の 趣旨を十 

分理解し、 速やかに知事等の 裁決を仰ぎ、 その適用の適否を 判断すること。 

b  災害救助法の 適用の判断に 際しては、 災害によっては、 被害住家数のみに 

拘泥することなく、 特殊な救助の 必要性や多数の 被災者の生命又は 身体に危 

害 が及ぶおそれの 有無についても 十分考慮すること。 

c  適切な災害救助法の 適用が行われるためには、 災害発生又はそのおそれが 

あ る場合に 、 速やかに被害状況を 把握することが 必要であ るが、 市町村との 

間の連絡体制が 不十分であ る都道府県が 見受けられることから、 早急に連絡 

体制について 確認するようにされたい。 

d  災害救助法適用後においては、 被害状況、 法適用状況 ( 救助の程度、 方法 

等 ) を 逐次把握し、 情報提供を行 う よ う 市町村に依頼するとともに、 都道府 

県から本省に 対してもその 内容について 逐次情報提供すること。 

e  応急救助の実施に 際し、 指定された学校・ 集会施設等の 避難所では対応で 

きない高齢者や 障害者等の特別の 配慮を必要とする 避難者への対応について 

は 、 社会福祉施設への 入所対象者は 社会福祉施設に 緊急入所していただくと 

ともに、 それ以外の者は 社会福祉施設の 空きスペースを 福祉避難所として 活 

用 したり、 公的宿泊施設、 旅館及びホテル 等を避難所として 借り上げて対応 

することも可能であ る。 今年度、 多発した自然災害の 経験を踏まえ、 都道府 

具 においては、 災害時に迅速に 対応できるよ う 、 事前に関係機関・ 団体と調 

整しておくなど 体制の整備をお 願いする。 また、 こうした対応については、 

市町村に対しても 周知を図られたい。 
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f  応急仮設住宅を 供与する際には、 応急仮設住宅の 建設だけではなく、 民間 

賃貸アパート 等を借り上げて 対応することも 可能であ り、 被災地域の状況や 

被災者の意向を 勘案し、 適切に対応されたい。 

② 市町村への助言 

災害救助法による 応急救助に係わる 必要な対応については、 特に次の事項に 留 

  
煮 しっ っ 、 管内市町村に 対し実施体制の 整備にっき、 適切な助言を 行われたい。 

a  交通手段や連絡手段の 途絶も想定した 職員の参集体制や 関係機関・施設間 

の 連絡体制を確保すること。 

b  災害救助法担当部局のみならず、 消防、 保健、 福祉、 住宅などの部局との 

役割分担及び 連携方法を明確にすること。 

c  災害発生後、 混乱した状況下においても 的確に把握できる 体制を整えると 

ともに、 迅速に都道府県へ 報告すること。 

d  避難所の設置場所、 及びその管理、 運営、 備蓄物資の保管場所及び 品目、 

数量について 地震、 風水害等各種の 災害を想定しっ っ 、 市町村地域防災計画 

および関係規定の 点検を図ること。 

e  高齢者や障害者等の 災害侍妾援護者に 対しては、 災害時に特別な 配慮が必 

要なことから、 具体的な支援が 講じられる よう 体制整備を図ること。 なお、 

内閣府に「集中豪雨時における 情報 f 達及び高齢者等の 避難支援に関する 検 

討会」が設置され、 3 月中に報告書が 取りまとめられる 予定なので、 要 援護 

者に対する対策の 参考にされたい。 

③ 災害救助対策事業の 活用について 

災害救助対策事業は、 阪神・淡路大震災の 経験を踏まえ、 市町村が災害救助法 

による応急救助の 円滑な実施に 資するために 創設されたものであ る。 

奉事業は、 事業の趣旨に 合 う 内容であ れば、 災害救助法担当部局以外の 部局が 

実施する事業についても 補助対象とすることとしているので、 消防、 保健、 福祉、 

住宅などの部局とも 調整の上活用されたい。 

また、 今年度多発した 自然災害の経験を 教訓として、 例え ぼ 災害侍妾援護者支 

援マニュアルの 作成等についても 補助対象としているので、 ご 承知おき願いたい。 
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なお、 これまで本事業は 生活保護費補助金の 事業として実施してきたが、 平成 

1 7 年度よりセーフティネ 、 ット 支援対策等事業費補助金の 一つの事業として 実施 

される予定なのでご 承知願いたい。 

( 参考 )  災害救助対策事業の 概要 

0  セーフティネット 支援対策等事業費補助金 ( 災害救助対策等事業 ) 

ア 実施主体 都道府県 

ィ 補助率 土 /2 

ゥ 具体的な内容 

① 市町村災害救助関係職員研修会等 

・ 研修会、 連絡協議会 

・ 実務マニュアル 等の作成 等 

② 災害救助制度に 関する啓発・ 広報の推進 

・ リーフレット、 パンフレット 等の作成 

  災害ボランティアの 育成 等 

③ その他災害救助法に よ る応急救助の 的確な実施に 資する事業 

④ 都道府県担当職員の 研修等 

都道府県及び 指定都市の実務担当者に 対し、 災害救助法及び 災害弔慰金法の 道 

正 かっ円滑な運用を 図るため、 全国会議の開催を 5 月に予定しているので、 職員 

派遣について 特段の配慮をお 願いしたい。 

また、 日本赤十字社が 実施している 災害救助調査研究・ 研修事業については、 

調査への協力、 研修会への職員派遣等について 特段の配慮をお 願いしたい。 

ィ 災害救助基準等 

① 一般基準 

災害救助法の 救助の程度、 方法、 期間等について、 災害救助基準が 定められて 

いるところであ る。 平成 1 7 年度災害救助基準については、 消費者物価指数等の 

変動を勘案し 必要な見直しを 行 う とともに、 下記の内容を 新たに盛り込み、 3 月 
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末 に告示する予定であ るが、 詳細については、 可能な限り早期にお 知らせするこ 

ととしているので、 関係する規則等の 見直しに遺漏のないようお 願いしたい。 

a  応急仮設住宅についてほ、 被災状況や地域の 実情に応じた、 民間賃貸住宅の 

借り上げによる 設置についても 対象とする。 

b  学用品の給与について 対象範囲を高校生まで 拡大する。 

② 特別基準 

災害救助法の 救助を実施するにあ たっては、 基本的には一般基準で 対応するこ 

となるが、 個々の災害について 一般基準で対応が 困難な特別な 事情があ る場合に 、 

特別基準を設定して 実施することが 可能であ る。 その必要があ る場合は 、 速やか 

に本省に協議され、 災害現場の状況をふまえた 適切な応急救助が 実施されるよ う 

留意されたい。 

( 今年度の例 ) 

・救助期間の 延長、 救助単価のアップ 

・旅館・ホテル 等の借り上げによる 避難所としての 活用 

・寒冷地、 積雪対策を講じた 仮設住宅の設置 等 

③ 住宅の応急修理 

住宅の応急修理については、 新潟県中越地震等において、 円滑な運用を 行って 

きたところであ るが、 後日、 参考資料として 新潟県における 応急修理の実施要領 

を 送付するので、 今後の運用について 参考にされたい。 

ヴ 災害弔慰金等 

① 災害弔慰金及び 災害障害見舞金 

災害弔慰金及び 災害障害見舞金の 支給については、 自然災害に起因しない 場合 

には、 対象とならないのでご 留意願いたい。 

また、 市町村において 支給の可否の 判断が困難な 場合には、 必要に応じて 有識 

者等による審査会を 設ける等、 その認定についてほ ， 漢 重を期されたい。 

旅行先等で被災された 方の支給認定については、 これらの方が 居住されていた 

市町村が行 う こととなるが、 その際、 被災地の自、 治体と居住されている 自治体と 
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の で 連絡を密に取られるよ う 、 管内市町村に 対 して 周知 願 、 、 たい。 

② 災害援護資金 

災害援護資金の 貸付に際しては、 被災者生活再建支援制度など 被災者に対し、 

その生活再建に 活用し得る 他 制度に関する 情報の提供に 留意されたい。 

( 参考 ) 平成 1 6 年   度に 災害救助法を 適 

災害 名 都道府県適用 祠 

新潟・福島新潟県 三条市 

豪雨 他 6 市 l 

福井豪雨 福井県 福井市 

他 4 市 l 

台風 1 0 号徳島県 上部 賀 

及びその後 他 1 村 

の 豪雨 

台風 1 5 号愛媛県 新居浜   

と 前線に伴 

う 大雨 高知県 大川村 

台風 1 6 号岡山県 岡山市 

他 8 市 @ 

屈 した災害 (     平成 1 7 年 2 月 現在 ) 

町村 数 適用 日 適用時の被害状況 

7 月 13 日 ・住家に多数の 被害が生じたこと。 

町村 ・孤立地域が 発生し、 被災者の救出 

に特殊な技術が 必要となったこと。 

施船鞄雑 1 期 猜臨 3 機側 

7 月 18 日   住家に多数の 被害が生じたこと。 

町 億冊 担雑 1% 碍 、 第 2 号 ) 

町 7 月 31 日   多数の方が生命又は 身体に危害を 受 

け、 又は受けるおそれが 生じ、 避難 

して継続的に 救助が必要となったこ 

と。 

  被災者の救出に 特殊な技術が 必要と 

なったこと。 

( 施行令 弟 1 条 第 1 項第 4 号 ) 

市 8 月 17 日 ・住家に多数の 被害が生じたこと。 

( 施行令 弟 上条 第 1 項第 1 号 ) 

8 月 17 日 ・多数の方が 生命又は身体に 危害を受 

け、 又は受けるおそれが 生じ、 食品 

の 給与等に特殊な 補給方法が必要と 

なったこと   

( 施行令第 1 条第 1 項第 4 号 ) 

8 月 30 日 ・住家に多数の 被害が生じたこと。 

町 ( 施け令 第 1 条第 1 期 碍佛 ㈲ 
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台風 1 8 号 

台風 2 1 号 

台風 2 2 号 

台風 2 3 号 

香川県 

愛媛県 

宮崎県 

広島県 

三重県 

兵庫県 

愛媛県 

静岡県 

岐阜県 

京都府 

高松市 

他 1 2 市町 

大洲市 

高岡町 

他ェ村 

呉市 

他 1 町 

津市 

他 4 市町村 

上郡町 

他 1 町 

新居浜市 

他 3 市町 

伊東市 

高山市 

舞鶴市 

他 6 市町 

8 月 30 日 

8 月 30 日 

8 月 30  日 

9 月 7 日 

9 月 29 日 

9 月 29 日 

9 月 29 日 

  

10 月 9  日 

10 月 20 日 

10 月 20 日 

・住家に多数の 被害が生じたこと。 

揺玲莉雑 1 期 碍 ，第 2 号 ) 

・住家に多数の 被害が生じたこと。 

紺玲削雑 1 期 1% 

・住家に多数の 被害が生じたこと。 

・多数の方が 生命又は身体に 危害を受 

け、 又は受けるおそれが 生じ、 避難 

して継続的に 救助が必要となったこ 

と。 

( 施行令第 1 条第 1 項 第 1 号 ，第 4 号 ) 

  住家に多数の 被害が生じたこと。 

㈱ 玲抑雑 1 期㈲ 

・・住家に多数の 被害が生じたこと。 

・多数の方が 生命又は身体に 危害を受 

け、 又は受けるおそれが 生じ、 避難 

して継続的に 救助が必要となったこ 

と 。 

・被災者の救出に 特殊な技術が 必要と 

なったこと。 

㈱ 玲莉雑 1 期 碍 、 第 4 牙 ) 

  住家に多数の 被害が生じたこと。 

雌竹 莉雑 1 期㈲ 

・住家に多数の 被害が生じたこと。 

紺衿紀 IMl 期㈲ 

  住家に多数の 被害が生じたこと。 

脳幹 削雑 1 麟 ㈲ 

  住家に多数の 被害が生じたこと。 

( 施行令第 1 条第 1 項第 1 号 1 

  住家に多数の 被害が生じたこと。 

  食品の給与等について 特殊の補給 方 
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汚 虫が必要となったこと。 

施碕 莉奈第 1 項 第碍 ， 寮号 後段 ) 

    ・住家に多数の 被害が生じたこと。 

・孤立地域が 発生し、 被災者の救出に 

特殊な技術が 必要となったこと。 

・食品の給与等について 特殊の補給 方 

法 が必要となったこと。 

傭船 抑雑 1% 吋博 2 号㍑ 3 機 助 

・住家に多数の 被害が生じたこと。 

施船 粗雑 1 期㈲ 

・住家に多数の 被害が生じたこと。 

( ぬほ 令約条 第 1 期 碍 ， 第 ㈲ 

・住家に多数の 被害が生じたこと。 

雌竹粗雑 1 期㈲ 

・多数の方が 生命又は身体に 危害を受 

け、 又は受けるおそれを 生じたこと 

から、 避難して継続的に 救助が必要 

となったこと。 

脳幹粗雑 1%4 別 
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(2) 武力攻撃事態等における 国民の保護のための 措置に関する 法律について 

武力攻撃事態等における 国民の保護のための 措置に関する 法律 ( 以下「国民保護 

法 」と言 う ) については、 平成 1 6 年 9 月 1 7 日に施行されたところであ る。 

当 課においては、 国民保護法のうち 救援 ( 収容施設への 供与、 炊き出し等 ) に つ い 

て 担当することとなっているので 改めてお知らせするとともに、 関係部局に対しても 

周知願いたい。 

① 国民保護救援基準の 改定 

平成丁 7 年度国民保護救援基準については、 災害救助基準と 整合性を図りなが 

ら 改訂作業を行い、 3 月末に告示する 予定であ るが、 詳細については 事前にお知 

らせすることとしている。 

② 都道府県国民保護計画 

今後各都道府県におかれては、 平成 1 7 年度中に国民保護計画を 策定すること 

とされているが、 この計画策定の 参考となる よう 、 総務省消防庁が 当省を含め関 

係省庁分を取りまとめて、 都道府県モデル 計画を公表することとしているので、 

国民保護計画策定に 当たっては参考とされたい。 

③ 国民保護 ( 救援 ) 関連対策事業 

国民保護法の「救援」体制を 整備することを 目的として、 平成 1 7 年度より 

「国民保護の 救援に関するマニュアル 作成事業」をセーフティネ 、 ット 支援対策等 

事業費補助金の 事業の 一 っとして実施することとしたので、 活用されたい。 

( 参考 ) 国民保護 ( 救援 ) 関連対策事業の 概要 ( 案 ) 

0  セーフテイネ、 ット 支援対策等事業費補助金 ( 災害救助対策等事業 ) 

・実施主体 都道府県、 指定都市 

・補助率 1 0/1 O 

・具体的な内容 

国民保護の救援に 関するマニュアル 作成事業 

武力攻撃事態等における 救援を円滑に 実施できる体制整備を 図るた 

め 、 都道府県および 指定都市が、 管内市区町村が 国民保護計画等を 作成 

する上で、 参考となる救援に 関するマニュアルを 作成する。 



④ 国民保護救援訓練について 

平成 1 7 年度においては、 国と地方が共同して 国民保護訓練 ( 救援部分含む ) 

を 実施することとしており、 当省においても、 救援に係る訓練経費について 予算 

措置をしたところであ る。 実施時期、 訓練予定地等の 詳細については 今後決まり 

次第内閣官房から 連絡する予定であ る。 

⑤ 国民保護救援関連活動資機材整備事業について 

日本赤十字社においては、 NBC (N : Ⅶ CLEAR 「 核 」、 B :BIOLOGICAL 「生 

物」、 C :CHEMICAL 「化学」 ) 災害や放射能汚染事故等が 発生した場合に、 救援 

活動を行 う ため、 平成 1 7 年度より 5 ヵ年で、 本社・支部において、 救護班に際 

染機能付き エ アテントや防護服等を 整備することとしているのでご 承知おき願い 

たい。 

( 参考 ) 国民保護救援関連活動資機材整備事業の 概要 ( 案 ) 

0 除 染機能付き エ アテント 

NBC 災害時に被災地域から 搬送されてきた 被災者の体から、 汚染された 

衣服を脱がし、 身体等に付着した 有害物資を取り 除く ( 陰架 ) ための 資機 

材 。 

0 防護服 

救護具本人が 直接汚染された 空気に触れることで 感染する一次感染、 救護 

する際に有害物資に 汚染された被災者から 感染する二次感染を 防止するため 

のもの。 

0 自動体外 式除細動器 

NBC 災害等の混乱時により、 石肺停止等の 危険に陥った 住民に微電流に 

よるショックを 与えることで、 救命措置を行う 機器。 
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